
　町長から提案された認定６件、条例の一部改正２件、同意
10件等を慎重に審議し、原案どおり可決した。
　また、一般質問は９名が行い、さまざまな角度から町の姿
勢をただした。

令和７年度一般会計決算
歳入96億9548万円　歳出93億1757万円

私たちの税金はどう活かされたのか

令和８年第3回定例会
９月８日～14日

（７日間）

一般会計　歳出の構成比

主 な 事 業

支出済額 93億1757万円を100％として算出

認
定

ICT教育支援事業

長洲中学校体育館空調整備事業

多世代交流施設運営事業

きんぎょタクシー土曜運行
民間タクシー利用助成事業

8681万円

6159万円

3093万円

233万円

１人１台の学習用タブレット
を更新し、児童生徒の学習環
境を整備した

熱中症対策や安全に部活動に
取組める環境を整え、災害時
には避難所としての機能も強
化した

に じ い ろ は う す で の 地 域 
コミュニティの維持・活性化
に向け多様な世代間および地
域間の交流をはかった

交通利便性の向上をはかるた
め、２つの事業の実証事業を
行った

総務費
31.5%

民生費
28.7%

土木費�
16.1%

教育費�
7.2%

公債費�
6.3%

農
林
水
産
業
費 

3.4
％

衛
生
費 

4.0
％

そ
の
他 

2.8
％

●総務費
29億3569万円
役場の運営、選挙等

●公債費
５億8724万円

町の借金返済

●民生費
26億7599万円

住民の福祉等

●衛生費
３億7684万円
予防接種、環境衛生等

●土木費
14億9779万円
道路、公園の整備等

●農林水産業費
３億1895万円
農業振興、漁業振興等

●教育費
６億7200万円
学校、社会教育等

●その他
２億5307万円
議会費、商工費等

総務費と民生費で
約６割を占めています
総 務 費（31.5％）と 民 生
費（28.7％）を合わせると
60.2％。町の行政運営や福
祉などに多くの予算が使わ
れている。

※金額は端数処理のため合わない場合がある。
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決　
算　
認　
定

主
な
質
疑

一　
般　
会　
計

歳　
　
出

問
（
林
議
員
）

き
ん
ぎ
ょ
タ
ク
シ
ー
は
昨
年
８
月

か
ら
今
年
１
月
ま
で
実
証
事
業
が
行
わ

れ
、
こ
の
間
、
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
が
実
施
さ
れ
た
が
そ
の
結
果
は
。

答
（
ま
ち
づ
く
り
課
長
）

運
行
時
間
の
延
長
や
玉
名
市
へ
の

運
行
な
ど
の
要
望
が
あ
っ
た
。　

問
（
田
成
議
員
）

公
共
施
設
な
ど
の
総
合
的
な
管
理

に
お
い
て
、「
効
率
的
な
施
設
運
営
に

向
け
た
分
析
を
行
っ
た
」
と
記
載
が
あ

る
が
、
ど
う
い
う
分
析
を
し
、
ど
の
よ

う
な
評
価
を
さ
れ
た
の
か
。

答
（
総
務
課
長
）

公
共
施
設
の
予
約
シ
ス
テ
ム
運
用

に
よ
り
、
予
約
管
理
や
利
用
者
数
を
一

元
的
に
把
握
で
き
利
便
性
が
上
が
っ

た
。
こ
の
よ
う
な
分
析
と
検
証
に
よ
り

評
価
で
き
る
も
の
で
あ
る
。

問
（
磯
野
議
員
）

旧
長
洲
中
学
校
の
エ
ア
コ
ン
や
地

中
熱
換
気
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
什
器
備
品

は
、
管
理
台
帳
に
一
切
記
載
さ
れ
て
な

い
が
。

答
（
学
校
教
育
課
長
）

旧
長
洲
中
学
校
の
備
品
は
普
通
財

産
と
な
り
台
帳
管
理
は
行
っ
て
い
な
い
。

台
帳
に
は
、
長
洲
中
学
校
の
教
室
エ
ア

コ
ン
46
台
を
記
載
し
て
い
る
。
ま
た
地

中
熱
換
気
シ
ス
テ
ム
は
備
品
で
は
な
く
、

設
備
と
し
て
導
入
し
た
も
の
で
あ
る
。

問
（
髙
濱
議
員
）　　
　
　
　
　
　

令
和
７
年
度
の
ふ
る
さ
と
納
税
の

寄
附
額
実
績
は
、
９
億
９
２
４
７
万
円

で
あ
る
が
、
ふ
る
さ
と
納
税
に
か
か
る

経
費
は
い
く
ら
か
。

答
（
ま
ち
づ
く
り
課
長
）

令
和
７
年
度
の
経
費
で
は
な
く
、

ふ
る
さ
と
納
税
の
ル
ー
ル
に
基
づ
く
算

出
期
間
（
令
和
６
年
10
月
～
令
和
７

年
９
月
）
の
実
績
で
は
、
経
費
は
約

４
億
８
２
５
０
万
円
と
な
っ
た
。

項目 内容 令和５年度 令和６年度 令和７年度 ※早期健全化
基準

実質赤字比率 一般会計の赤字 赤字なし 赤字なし 赤字なし 15.0%
連結実質赤字比率 特別会計・企業会計を含めての赤字 赤字なし 赤字なし 赤字なし 20.0%
実質公債費比率 実質的な借金の返済額の割合 6.4% 6.5% 6.8% 25.0%
将来負担比率 将来の負担割合 44.2% 37.9% 16.4% 350.0%

健全化判断比率

一般会計・特別会計・企業会計の決算額

長洲町は早期健全化基準を下回っており、健全である。

※金額は端数処理のため合わない場合がある。 △はマイナス

※早期健全化基準とは、地方自治体の財政運営の悪化を早期に防ぐための基準

会計 歳入 歳出 翌年度への繰
越すべき財源

実質収支額 
（差引額）

前年度 
実質収支額 単年度収支額

一般会計 96億9548万円 93億1757万円 1億6230万円 2億1560万円 3億6189万円 △1億4629万円
国民健康保険 19億7427万円 19億5996万円 ０円 1430万円 997万円 433万円
介護保険 18億6921万円 18億2892万円 ０円 4028万円 5728万円 △1699万円
後期高齢者医療 3億2522万円 3億2457万円 ０円 65万円 74万円 △9万円

企業会計 収入 支出 収支の差額

水道事業
収益的収支 ２億7172万円 2億3987万円 3185万円
資本的収支 2094万円 2億2057万円 △1億9963万円

下水道事業
収益的収支 8億7962万円 8億4645万円 3317万円
資本的収支 5億2234万円 9億895万円 △3億8661万円
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問
（
前
田
議
員
）

令
和
７
年
度
に
お
け
る
男
性
の
育

休
取
得
促
進
奨
励
金
事
業
は
申
請
者
数

29
人
・
２
１
９
万
円
で
、
前
年
比
３
人

（
52
万
円
）
減
。
企
業
実
態
調
査
に
よ

る
育
休
取
得
率
も
40
％
か
ら
32
％
に
低

下
し
て
お
り
、
国
が
推
進
す
る
中
で
本

町
の
現
状
は
ど
う
な
の
か
。

答
（
子
育
て
支
援
課
長
）

申
請
数
は
減
っ
た
が
、
出
生
数

ベ
ー
ス
の
取
得
率
は
前
年
比
4.5
％
増
の

50
・
８
％
で
あ
る
。

　
ま
た
、
町
内
企
業
へ
の
実
態
調
査
の

「
32
％
」
は
令
和
６
年
度
の
実
績
で
あ

り
、
最
新
の
令
和
7
年
度
実
績
は
51
・

８
％
と
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
。
よ
っ

て
男
性
の
育
休
取
得
率
は
増
加
傾
向
に

あ
る
。

問
（
濱
﨑
議
員
）

固
定
資
産
税
や
軽
自
動
車
税
な
ど

に
つ
い
て
は
、
過
去
に
お
い
て
滞
納
分

を
ゼ
ロ
に
し
て
き
た
実
績
が
あ
る
。

　
滞
納
金
対
策
を
徹
底
し
て
行
う
必
要

が
あ
る
と
思
う
が
。

答
（
町
長
）

収
納
対
策
会
議
を
開
催
し
て
い
る

が
、
回
収
で
き
る
と
こ
ろ
は
し
っ
か
り

と
回
収
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
滞
納

ゼ
ロ
は
厳
し
い
面
は
あ
る
が
、
徴
収
率

１
０
０
％
を
目
指
し
て
い
き
た
い
。

問
（
福
田
議
員
）

英
語
検
定
試
験
は
、
令
和
７
年

度
、
何
人
が
受
検
し
何
人
合
格
し
た
の

か
。
ま
た
前
年
度
よ
り
も
申
請
者
数
は

増
え
た
の
か
。

答
（
学
校
教
育
課
長
）

小
学
校
で
は
申
請
者
27
人
に
対
し

合
格
者
は
18
人
。
中
学
校
は
申
請
者
51

人
に
対
し
合
格
者
29
人
と
な
り
、
小
中

学
校
合
計
で
合
格
率
は
60
・
２
％
と

な
っ
た
。
ま
た
申
請
者
数
は
前
年
度
よ

り
15
人
増
加
し
、
小
中
学
校
の
義
務
教

育
期
間
に
受
検
を
促
進
し
た
い
と
考
え

て
い
る
。

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

問
（
林
議
員
）　　
　
　
　
　
　

令
和
７
年
度
末
、
国
民
健
康
保
険

財
政
調
整
基
金
現
在
高
は
令
和
６
年
度

末
と
比
較
す
る
と
３
分
の
１
以
下
で
あ

る
が
、
安
定
的
な
運
営
に
向
け
て
の
対

策
は
。

答
（
健
康
づ
く
り
課
長
）

引
き
続
き
財
政
調
整
基
金
を
活
用

し
な
が
ら
運
営
を
行
っ
て
い
く
。
ま
た

税
務
課
と
連
携
し
、
訪
問
徴
収
の
強
化

に
よ
る
歳
入
の
確
保
、
生
活
習
慣
病
予

防
や
重
症
化
予
防
に
し
っ
か
り
取
組
み

歳
出
の
抑
制
を
は
か
っ
て
い
く
。

介
護
保
険
特
別
会
計

問
（
林
議
員
）　　
　
　
　
　
　

介
護
保
険
料
を
納
め
た
対
象
者

は
、
令
和
６
年
度
と
令
和
７
年
度
で
は

そ
の
差
は
僅
か
６
人
で
あ
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
保
険
料
収
入
が
増
加
し
た
要

因
は
高
所
得
者
層
が
増
加
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
か
。

答
（
福
祉
介
護
課
長
）

基
準
額
以
上
の
保
険
料
全
体
で
収

入
を
押
し
上
げ
る
結
果
と
な
っ
た
。
こ

の
保
険
料
の
設
定
に
つ
い
て
は
、
今
後

の
介
護
給
付
費
増
加
を
見
据
え
、
介
護

保
険
事
業
の
支
え
合
い
と
い
う
観
点
か

ら
、
低
所
得
者
の
保
険
料
上
昇
の
抑
制

を
図
る
た
め
に
負
担
を
お
願
い
す
る
も

の
で
あ
る
。

問
（
髙
濱
議
員
）　　
　
　
　
　
　

保
険
給
付
費
は
令
和
６
年
度
か
ら

5.6
％
増
加
す
る
一
方
、
要
介
護
・
要
支

援
認
定
者
は
昨
年
度
か
ら
４
人
の
増
加

の
み
で
あ
る
。
保
険
給
付
費
増
加
の
要

因
は
。

答
（
福
祉
介
護
課
長
）

認
定
者
数
に
ほ
と
ん
ど
変
化
は
な

い
が
、
給
付
費
増
加
の
要
因
は
実
際
に

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
人
数
が
増

え
た
か
ら
で
あ
る
。
主
に
支
援
施
設
介

護
サ
ー
ビ
ス
費
が
１
４
２
人
、
居
宅
介

護
サ
ー
ビ
ス
費
が
２
１
５
人
と
な
り
給

付
費
が
増
加
し
た
。

育児休暇中のパパに抱かれてゴキゲン
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後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

問
（
林
議
員
）　　
　
　
　
　
　

滞
納
額
が
令
和
４
年
度
か
ら
増
加

し
、
令
和
５
年
度
か
ら
今
年
度
も
引
き

続
き
高
止
ま
り
状
態
で
あ
る
が
、
こ
の

要
因
は
。

答
（
健
康
づ
く
り
課
長
）

団
塊
の
世
代
が
令
和
４
年
度
か
ら

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
に

移
行
し
た
が
、
他
の
税
金
の
滞
納
分
の

納
付
を
優
先
さ
せ
て
き
た
た
め
、
令
和

７
年
度
に
か
け
て
も
滞
納
額
は
高
止
ま

り
状
態
が
継
続
し
て
い
る
。

水
道
事
業
会
計

問
（
髙
濱
議
員
）　　
　
　
　
　
　

令
和
７
年
度
の
料
金
回
収
率
は　

１
０
３・７
％
で
１
０
０
％
を
上
回
る

も
の
の
、
前
年
度
か
ら
3.5
％
低
下
し
て

い
る
。
将
来
の
管
路
更
新
投
資
を
含

め
、
現
行
の
水
道
料
金
水
準
で
運
営
を

維
持
で
き
る
の
か
。

答
（
上
下
水
道
課
長
）

令
和
11
年
度
ま
で
は
黒
字
を
維
持

で
き
る
が
、
令
和
12
年
度
以
降
は
料
金

改
定
の
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と

考
え
て
い
る
。

問
（
田
成
議
員
）

水
道
料
金
の
歳
入
決
算
状
況
に
つ

い
て
、
収
入
未
済
額
が
各
年
度
10
万
円

前
後
あ
る
が
、
給
水
停
止
を
し
て
も
払

わ
な
い
人
が
い
る
か
ら
か
。

答
（
上
下
水
道
課
長
）

給
水
停
止
し
た
場
合
は
連
絡
が
あ

り
、
ほ
と
ん
ど
の
対
象
者
は
全
額
支
払

い
に
応
じ
て
い
る
。
全
額
支
払
い
が
厳

し
い
人
は
、
分
納
誓
約
書
で
確
認
を
取

り
、
毎
月
２
カ
月
分
、
３
カ
月
分
を
支

払
っ
て
も
ら
う
こ
と
で
対
応
し
て
い
る
。

がん検診受診率を高め早期発見早期治療へ
　がん検診受診者数は項目によっては前年度
実績を下回る結果となった。受診率を高め、
早期発見、早期治療につなげていく必要があ
る。また干潟保全事業のうち、長年にわたり
大学と連携した底泥浄化研究は、十分な成果
は得られず事業の見直しが求められる。長洲
港湾改修事業は県の事業であり、負担割合軽
減をはかるため県へ要請しているが成果はな
い。住民だれもが「安心して住み続けられる
まちづくり」を目指していくことを求める。

自主財源の確保が一定の成果につながった
　令和７年度決算は、前年度と比較し歳入歳
出ともに大きく増加した。歳入面では前年度
と比較し町税や地方交付税、ふるさと納税寄
附金も増加した。とくに自主財源は3.5％増
加し41.7％となり一定の成果につながった。
　また、歳出面は物価高騰に対する各種支援
事業をはじめ多世代交流拠点施設の整備、学
校施設の整備、道路等の社会インフラ整備な
ど住民生活の向上と将来のまちづくりにつな
がる各種事業が進められた。

一般会計

林議員 松井議員

討 論

反　対 賛　成

討 論 と は
議案の採決の直前に、議員がその議案に対して

「賛成」か「反対」の理由や自分の意見を表明すること
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討 論

納税は日本人としての義務である
　過去の状況を見ても、固定資産税や軽自動
車税等は努力をすれば徴収できたはずであ
る。徴収のための事務的な努力はされている
ものの何年も引き延ばした上に、最終的には
不納欠損を露呈しているのが町の毎年の状況
である。納税は日本人としての義務であり、
それを果たすべきである。田成町政が徴収率
100%を目指して頑張っていくことを期待し
今回は反対である。

町民生活の安心につながるもの
　物価高騰が長期化し、食料品やエネルギー
価格など、町民生活や地域経済に大きな影響
を与える中、国や県の交付金等を有効に活用
し、くらしにホッと商品券配布事業や、子育
て世帯、大学生等への生活支援など、幅広い
世代の生活を支える取組みが実施され、町民
生活の安心につながるものであり評価する。

一般会計

濱﨑議員 福島議員賛　成反　対

介護給付費準備基金を取り崩し還元を
　第９期から賦課区分が13段階に細分化さ
れ、低所得者の保険料上昇を抑制することが
目的とされた。しかし、実際に保険料が引き
下げられたのは、第３段階の世帯全員が住民
税非課税者だけ。また第８期において前年度
の合計所得が320万円以上の対象者の年間保
険料は９段階が上限で118,320円だったが、
第９期より、第10段階から第13段階が新設さ
れ増額となった。介護給付費準備基金を取り
崩し対象となる高齢者への還元が求められる。

黒字の要因は介護予防活動の成果である
　介護保険制度は４期連続で介護保険料が据
え置かれており、令和７年度の決算では4,028
万円の黒字となっている。要因は介護保険給
付費の抑制だが町内33か所の介護予防拠点
での多岐にわたる予防活動の成果の表れであ
ると評価する。今後も介護給付費だけではな
く、健康寿命の延伸など「高齢者が元気で活
力にあふれ、安全・安心・健康に暮らせるま
ち」が一層進展することを期待する。

介護保険特別会計

林議員 福田議員賛　成反　対

まずは老人保健制度に戻すべき
　保険料や医療費の支払いが高齢者の生活を
直撃している。保険料額は均等割額と所得割
額の合計で算出されるが均等割額は令和６年
度に一挙に4,000円引き上げられ令和７年度
も継続。１人当たりの平均保険料も8,041円
引き上げられた。75歳以上の高齢者を一つ
の制度にまとめ高齢者人口が増えるたびに加
入者の負担を増加させる仕組みがもたらす弊
害は重大であり、まずは老人保健制度に戻す
べきである。

広域連合の円滑な事業運営に寄与している
　団塊の世代が後期高齢者医療へと移行して
いるため被保険者数は年々増加し、医療費や
保険料も増加していく。そのような中、町に
おいては、被保険者の資格管理や保険料の賦
課徴収、それと一般会計からの繰入金を適正
に行うことで熊本県後期高齢者医療広域連合
の円滑な事業運営に寄与している。また、町
民の身近な窓口として後期高齢者が安心して
医療行為を受けることができるように資格確
認証の発行などの必要な事務を行っている。

後期高齢者医療特別会計

林議員 田成議員賛　成反　対
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条　
　
　
　
　
　
例

小
規
模
保
育
を
制
度
化
・
職
員
に

専
門
職
配
置

 

「�

家
庭
的
保
育
事
業
等
の
設
備
及
び
運

営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
」

問
（
林
議
員
）

家
庭
的
保
育
事
業
所
等
の
メ
リ
ッ

ト
は
待
機
児
童
解
消
や
、
き
め
細
や
か

で
手
厚
い
保
育
が
で
き
る
点
に
あ
る
が
、

本
町
で
は
認
可
を
受
け
実
施
し
て
い
る

事
業
所
等
は
あ
る
の
か
。

答
（
子
育
て
支
援
課
長
）

現
在
は
本
町
に
お
い
て
該
当
す
る

施
設
等
は
な
い
。

小
規
模
保
育
運
営
基
準
の
見
直
し

 

「�

特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地

域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基

準
を
定
め
る
」

そ　
　

 

の　

 　
他

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
電
子
証
明

書
更
新
手
続
き
が
郵
便
局
で

 

「�

長
洲
町
の
特
定
の
事
務
を
取
り
扱
う

郵
便
局
の
指
定
」

指
定
す
る
郵
便
局

　
腹
赤
郵
便
局

　
向
野
郵
便
局

問
（
林
議
員
）

代
理
に
よ
る
手
続
き
は
郵
便
局
で

可
能
な
の
か
。

答
（
住
民
環
境
課
長
）

住
民
環
境
課
の
窓
口
の
み
で
手
続

き
が
可
能
と
な
る
。

旧
長
洲
中
学
校
跡
地
未
登
記
３
筆

の
所
有
権
移
転
登
記
を
求
め
る

 

「
訴
え
の
提
起
」

問
（
磯
野
議
員
）

相
続
人
な
ど
は
何
人
で
予
算
は
い

く
ら
か
。

答
（
総
務
課
長
）

相
続
人
な
ど
は
３
筆
で
約
１
７
８

人
。
必
要
経
費
は
当
初
予
算
に
計
上
し

て
い
る
。

令和８年度一般会計補正予算　３億3043万円の追加

65歳以上の町民を対象に１人１万円分の
商品券を発行する

安全で安心して暮らせる環境整備のため、
一般家庭で使用する防犯灯を新たに設置す
ることに対して補助を行う

道路の適正な維持管理を行い、安全に通行
できる道路づくりをはかる

農業用機械・施設の導入を支援し、トラク
ターおよびロータリーの購入費用を補助す
る

高齢者などの移動手段の確保と町内タク
シー事業者を支援するため、タクシー利用
料の増額助成をはかる

農業経営体に対し、資材や燃油高騰、高温
障害への支援を行う

くらしにホッと商品券配布事業� 6043万円 家庭用防犯灯購入費助成金事業� 15万円

道路補修・安全施設修繕等事業�1650万円 農業経営体生産基盤強化支援事業� 212万円

タクシー利用料金助成事業� 133万円 果樹・施設園芸生産支援事業� 426万円

主 な 事 業
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問
（
林
議
員
）

民
間
タ
ク
シ
ー
利
用
者
増
加
に
伴

う
補
正
予
算
案
が
提
案
さ
れ
、
１
件
あ

た
り
の
助
成
額
平
均
は
８
３
０
円
前
後

で
あ
る
と
答
弁
さ
れ
た
が
、
町
内
か
ら

町
外
へ
の
遠
距
離
利
用
者
と
、
町
内
で

の
利
用
者
は
把
握
さ
れ
て
い
る
か
。

答
（
ま
ち
づ
く
り
課
長
）

民
間
タ
ク
シ
ー
利
用
区
間
は
乗
降

と
も
に
約
８
割
が
長
洲
町
内
で
あ
る
。

問
（
福
田
議
員
）

ふ
る
さ
と
納
税
の
募
集
費
用
に
つ

い
て
、
国
の
基
準
で
あ
る
寄
附
総
額
の

50
％
以
内
に
収
ま
っ
て
い
る
か
。

答
（
ま
ち
づ
く
り
課
長
）

令
和
７
年
10
月
か
ら
令
和
８
年
９

月
の
実
績
と
見
込
み
を
基
に
算
定
し
、

募
集
費
用
の
割
合
は
49
・
６
％
で
あ
り

50
％
以
内
に
収
ま
って
い
る
。

問
（
磯
野
議
員
）

家
庭
用
防
犯
灯
購
入
費
助
成
金
の

補
助
内
容
は
。

答
（
危
機
管
理
対
策
室
長
）

購
入
・
設
置
費
の
２
分
の
１
、一
世

帯
当
た
り
上
限
５
千
円
を
助
成
す
る
。

固
定
式
の
セ
ン
サ
ー
ラ
イ
ト
や
防
犯
灯

が
対
象
で
、
持
ち
運
び
可
能
な
も
の
は

対
象
外
。
設
置
工
事
費
も
補
助
対
象
と

な
る
。

補　
正　
予　
算

主
な
質
疑

問
（
髙
濱
議
員
）

「
く
ら
し
に
ホ
ッ
と
商
品
券
交
付

金
」
予
算
額
５
７
０
０
万
円
の
対
象
者
、

交
付
額
、
そ
の
設
定
根
拠
は
。

答
（
総
務
課
長
）

対
象
は
65
歳
以
上
の
約
５
７
０
０

人
で
、
１
人
１
万
円
を
交
付
。
現
役
世

代
に
比
べ
年
金
受
給
者
は
所
得
の
伸
び

が
小
さ
く
、
物
価
高
の
影
響
を
受
け
て

い
る
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
65
歳
以
上
と

し
た
。
交
付
額
１
万
円
は
、
過
去
の
実

績
や
財
政
状
況
を
踏
ま
え
た
。

問
（
栗
原
議
員
）

果
樹
・
施
設
園
芸
生
産
支
援
事
業

給
付
金
の
４
２
６
万
円
の
歳
出
の
目

的
、
対
象
、
交
付
方
法
は
。

答
（
農
林
水
産
課
長
）

資
材
・
燃
油
高
騰
や
高
温
障
害
へ

の
支
援
で
、
果
樹
11
経
営
体
、
施
設
園

芸
16
経
営
体
を
想
定
。
千
㎡
当
た
り

３
万
円
を
申
請
に
基
づ
き
交
付
す
る
。

問
（
濱
﨑
議
員
）

保
健
セ
ン
タ
ー
す
こ
や
か
館
の
雨

漏
り
修
繕
費
６
６
０
万
円
の
内
容
は
。

答
（
健
康
づ
く
り
課
長
）

昨
年
の
豪
雨
に
よ
り
外
壁
や
天
窓

か
ら
の
雨
漏
り
が
健
診
業
務
な
ど
に
影

響
し
て
い
る
た
め
修
繕
す
る
も
の
。

介
護
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算

●�

令
和
７
年
度
の
介
護
保
険
事
業
の

　
実
績
補
正
額　
５
４
８
万
円
追
加

議決結果及び審議結果 賛否が分かれたもののみ掲載

議案番号 事　件　名 議決日 議決
結果

髙
　
濱

福
　
島

岡
　
本

栗
　
原

田
　
成
林
福
　
田

前
　
田

磯
　
野

濱
　
村

福
　
永

松
　
井

濱
　
﨑

福
　
本

認定第1号 令和７年度長洲町一般会計決算認定 ９月９日 認定 × 〇 欠 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×

認定第3号 令和７年度長洲町介護保険特別会計決算
認定 ９月11日 認定 〇 〇 欠 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

認定第4号 令和７年度長洲町後期高齢者医療特別会計
決算認定 ９月11日 認定 〇 〇 欠 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

※表の見方  ○：賛成  ×：反対  欠：欠席� 福本議長は表決に参加しないため、結果は空白になっています。

農業委員会の委員の任命同意
現委員の任期満了による後任委員の任命を同意

任期：令和８年10月31日～令和11年10月30日
＊：再任

氏  名 行政区
*吉田一明 上沖洲区
*坂本敦子 向野区
*中嶋英徳 腹赤区
*坂井隆浩 梅田区
中山博幸 鷲巣区

氏  名 行政区
*宮本静子 新町区
*菊本耕二 平原区
*池上一也 建浜区
*上野美登 平原区
竹下誠也 赤田区

（敬称略）
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